
注1：本用紙のコピーを大切に５年間保管して下さい。
注2：この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４を使用下さい。

日～

４.処分の理由

オール電化に変更するため、補助対象給湯器を取り外す。

年 10 月 31月

その他売却 譲渡 交換 貸与

３２０９○○○○○○○

２.処分の方法

29

担保

24平成 24 日 平成

財 産 処 分 承 認 申 請 書

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金（高効率給湯器導入支援事業）（ＬＰガスを
燃料とするガスエンジン給湯器）業務方法書第２２条第１項に基づき、下記のとおり対象機器の処分の承認を
申請します。

３.処分の時期

その他の具体的内容 〔 〕廃棄

記

１.補助金交付番号

10

会 長 殿

住所 ○○○○○○○・・・・・・・・

日本ＬＰガス団体協議会

平成 24 年

（様式第１２）

氏名又は名称

年 10

該当する項目を○で囲んでください

月 1 日

□□　□□

代表者名

  申請者印 

本書の送付日として
ください。 

認印で構いませんが、シャチ
ハタ印は、不可です。 

 「交付決定通知書」や「補助金の額の確
定通知書」に記載されている『3209から始
まる11桁の数字』です。不明な場合は、日
団協にお問い合わせください。 

  日団協が本申請書を受領後、「財産処
分承認通知書」を送付します。補助対象
給湯器の処分は、「財産処分承認通知
書」の承認日以降でなければなりません。
余裕のある日付としてください。 


